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令和６年度 財務書類の解説 

 

１ はじめに 

地方公共団体の会計は、国の会計と同じく、住民から徴収された対価性の

ない税財源の配分を、議会における議決を経た予算を通じて事前統制の下で

行うという点で、営利を目的とする企業会計とは根本的に異なっています。

すなわち、税金を活動資源とする国・地方公共団体の活動は、国民・住民福

祉の増進等を目的としており、予算の議会での議決を通して、議会による統

制の下に置かれているため（財政民主主義）、国・地方公共団体の会計では、

予算の適正・確実な執行に資する観点から、現金の授受の事実を重視する現

金主義が採用されているところです。 

一方で、国・地方を通じた厳しい財政状況の中で、財政の透明性を高め、

国民・住民に対する説明責任をより適切に果たし、財政の効率化・適正化を

図るため、地方公会計は、発生主義により、ストック情報やフロー情報を総

体的・一覧的に把握することにより、現金主義会計による予算・決算制度を

補完するものとして整備が進められてきました。 

特に、平成18年度には、総務省に「新地方公会計制度研究会」が設置され、

当該研究会における検討を踏まえ、地方公共団体に対し、新地方公会計モデ

ル（基準モデル及び総務省方式改訂モデル）を示してその整備が要請されて

いました。 

このような状況の下で、蟹江町においては、平成22年度より基準モデルに

よる財務書類の作成を行っておりました。 

 

地方公会計においては、現金主義会計では見えにくいコストやストックを

把握することで、中長期的な財政運営への活用の充実が期待できることや、

そのような発生主義に基づく財務書類を、現行の現金主義会計による決算情

報等と対比させて見ることにより、財務情報の内容理解が深まるものと考え

られます。 

また、個々の地方公共団体における地方公会計整備の意義としては、住民

や議会等に対し、財務情報をわかりやすく開示することによる説明責任の履

行と、資産・債務管理や予算編成、行政評価等に有効に活用することで、マ

ネジメントを強化し、財政の効率化・適正化を図ることが挙げられます。さ

らに、地方公会計の整備は、個々の地方公共団体だけでなく、地方公共団体

全体としての財務情報のわかりやすい開示という観点からも必要があるもの

です。 

今後、更なる地方公会計の整備促進を図るためには、全ての地方公共団体
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において適用できる標準的な基準を示すことが必要であるとして、総務省に

設置された「今後の新地方公会計の推進に関する研究会」において議論が進

められてきましたが、平成26年４月30日に取りまとめられた報告書において、

財務書類の作成に関する統一的な基準が示されました。その後、平成27年１

月23日総務大臣通知において、全ての地方公共団体において、統一的な基準

による財務書類等を原則として平成27年度から平成29年度までの３年間で作

成するように要請されました。 

そこで、蟹江町では平成28年度より、統一的な基準による財務書類を作成

しています。 

 

２ 財務諸表の作成基準 

 ⑴ 作成単位 

作成単位は、一般会計等を基礎とし、さらに一般会計等に地方公営事業

会計を加えた全体財務書類、全体財務書類に地方公共団体の関連団体を加

えた連結財務書類とします。 

一般会計等、全体及び連結財務書類の対象となる会計（団体）は、次の

とおりです。 

なお、地方公営事業会計のうち、下水道事業会計については、地方公営

企業法の財務規定等が適用されたため、平成29年度より全体財務書類の連

結対象としています。 

 

 

 一般会計等 

一般会計 

蟹江町 

土地取得特別会計 

コミュニティ・プラント事業特別会計 

全体会計 

国民健康保険事業特別会計 

介護保険管理特別会計 

後期高齢者医療保険事業特別会計 

下水道事業会計 

水道事業会計 

連結会計 

海部地区環境事務組合 

一部事務組合 

・広域連合 

海部地区急病診療所組合 

海部地区水防事務組合 

海部南部広域事務組合 

愛知県市町村職員退職手当組合 

愛知県後期高齢者医療広域連合 
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 ⑵ 作成基準日 

   令和７年３月31日 

   ただし、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって

会計年度末の計数とします。 

 

 ⑶ 財務書類４表の相互関係 

 

 

①貸借対照表の「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残

高に本年度末歳計外現金残高を加えたものと対応します。 

②貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の本年度末残

高と対応します。 

③純資産変動計算書の「純行政コスト」の金額は、行政コスト計算

書の「純行政コスト」と対応します。 

 

 

貸借対照表 行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書

資産 負債 経常費用 前年度末残高 業務活動収支

臨時損失 財源 財務活動収支

うち

現金預金
臨時利益 固定資産の変動 前年度末残高

②

①

+ 本年度末 歳計外現金残高

本年度末残高

経常収益 純行政コスト

純資産 純行政コスト 本年度末残高

投資活動収支

③
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３ 財務４表について 

 ⑴ 貸借対照表（ＢＳ） 

   貸借対照表は、基準日時点における財政状態（資産、負債および純資産

の残高）を表すものです。 

  ア 資産 

    将来の収益を生み出すために保有する財産をいいます。 

    将来世代に引き継ぐ社会資本（学校、公園、道路など）や現金化する

ことが可能な資産（投資、基金など）が該当します。 

  イ 負債 

    将来、町が返済しなければならない債務をいいます。 

    地方債や退職手当引当金などが該当します。 

  ウ 純資産 

    従来からの町の活動によって獲得された余剰（または欠損）の蓄積残

高をいいます。 

    資産から負債を差し引いて計算されます。 

 

  ○ 資産の区分 

１ 固定資産  

 ⑴ 事業用資産 将来の経済的便益が見込まれる資産 

市場において、取引の可能性のある資産 

庁舎、学校など 

 ⑵ インフラ資産 将来の経済的便益が見込まれない資産 

市場において、取引される性質ではないもの 

道路、橋梁、公園、河川・水路など 

 ⑶ 物品 将来の経済的便益が見込まれる資産 

市場において、取引の可能性のある資産 

機械器具、備品、美術品など 

 ⑷ 投資等 出資金、貸付金、有価証券など 

２ 流動資産 現金・預金、未収金、貸倒引当金（控除項目）など 

 

  ○ 負債の区分 

１ 固定負債 償還予定が１年超の地方債や退職手当引当金 

将来世代の負担となる債務 

２ 流動負債 １年以内に償還予定の地方債 

短期的な債務 
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  各財務書類における固定資産の内訳は次のとおりです。 

 
 また、各財務書類における貸借対照表は次のとおりです。 

■一般会計等 

 

事業用資産

56%

インフラ

資産

37%

物品

1%

無形固

定資産
0%

投資その

他の資産
6%

（一般会計等）合計354億円

事業用資産

38%

インフラ

資産

55%

物品

1%

無形固

定資産
2%

投資その

他の資産
4%

（全体会計）合計527億円

事業用資産

38%

インフラ

資産
54%

物品

2%

無形固

定資産
2%

投資その

他の資産

4%

（連結会計）合計535億円

（百万円） （百万円）

R05 R06 増減 R05 R06 増減

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 35,751 35,374 △377 固定負債 10,445 10,018 △427

有形固定資産 33,196 33,137 △59 地方債 8,782 8,377 △405

事業用資産 19,927 19,755 △172 退職手当引当金 1,663 1,641 △22

インフラ資産 13,041 13,040 △1 その他 - - -

物品 228 342 114 流動負債 1,205 1,280 75

無形固定資産 60 52 △8 １年内償還予定地方債 855 897 42

投資その他の資産 2,496 2,185 △311 未払金 - - -

流動資産 2,622 2,414 △208 前受金 - - -

現金預金 708 560 △148 賞与等引当金 217 241 24

未収金 33 21 △12 預り金 133 143 10

短期貸付金 63 63 - その他 - -

基金 1,820 1,771 △49 11,650 11,298 △352

棚卸資産 - - - 【純資産の部】

その他 - - - 固定資産等形成分 37,634 37,208 △426

徴収不能引当金 △2 △1 1 余剰分（不足分） △10,910 △10,717 193

38,374 37,789 △585 26,724 26,490 △234

＊表示単位未満四捨五入のため、計が合わないことがあります。 38,374 37,789 △585

科目名

資産合計

負債合計

科目名

純資産合計

負債及び純資産合計

39,574 39,287 39,593 39,118 38,839 38,374 37,789

0

10,000

20,000

30,000

40,000

H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06

■一般会計等 資産額 （百万円）

11,245 11,570 12,117 12,274 12,058 11,650 11,298

0

10,000

20,000

30,000

40,000

H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06

■一般会計等 負債額 （百万円）
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■ 全体会計 

 

 

（百万円） （百万円）

R05 R06 増減 R05 R06 増減

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 52,476 52,664 188 固定負債 22,193 22,498 305

有形固定資産 48,921 49,624 703 地方債 14,410 14,491 81

事業用資産 19,927 19,755 △172 退職手当引当金 1,663 1,641 △22

インフラ資産 28,312 29,103 791 その他 6,120 6,365 245

物品 682 766 84 流動負債 1,576 1,587 11

無形固定資産 892 871 △21 １年内償還予定地方債 1,043 1,095 52

投資その他の資産 2,663 2,169 △494 未払金 157 83 △74

流動資産 4,787 4,688 △99 前受金 - - -

現金預金 2,633 2,572 △61 賞与等引当金 225 249 24

未収金 264 274 10 預り金 145 154 9

短期貸付金 63 63 - その他 5 5 -

基金 1,820 1,771 △49 23,769 24,085 316

棚卸資産 11 10 △1 【純資産の部】

その他 3 3 - 固定資産等形成分 54,359 54,497 138

徴収不能引当金 △6 △5 1 余剰分（不足分） △20,864 △21,230 △366

57,263 57,352 89 33,495 33,267 △228

＊表示単位未満四捨五入のため、計が合わないことがあります。 57,263 57,352 89負債及び純資産合計

科目名 科目名

負債合計

資産合計 純資産合計

54,528 54,957 56,090
57,525 57,252 57,263 57,352

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06

■全体会計 資産額 （百万円）

20,787 21,549 22,600
24,197 23,748 23,769 24,085

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06

■全体会計 負債額 （百万円）
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■ 連結会計 

 

 

【参考】住民一人当たり資産・負債・純資産額及び純資産比率 

 一般会計等 全体会計 連結会計 

資産 103万円 156万円 159万円 

負債 31万円 66万円 66万円 

純資産 72万円 91万円 94万円 

純資産比率 70.1％ 58.0％ 58.6％ 

（令和７年３月31日現在人口 36,737人） 

（百万円） （百万円）

R05 R06 増減 R05 R06 増減

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 53,460 53,541 81 固定負債 22,341 22,609 268

有形固定資産 49,901 50,495 594 地方債 14,535 14,581 46

事業用資産 20,510 20,312 △198 退職手当引当金 1,686 1,663 △23

インフラ資産 28,340 29,130 790 その他 6,120 6,365 245

物品 1,051 1,052 1 流動負債 1,614 1,625 11

無形固定資産 894 874 △20 １年内償還予定地方債 1,078 1,129 51

投資その他の資産 2,666 2,172 △494 未払金 157 83 △74

流動資産 5,123 5,048 △75 前受金 - - -

現金預金 2,767 2,753 △14 賞与等引当金 228 253 25

未収金 264 275 11 預り金 146 155 9

短期貸付金 63 63 - その他 5 5 -

基金 2,022 1,949 △73 23,955 24,234 279

棚卸資産 11 10 △1 【純資産の部】

その他 3 3 - 固定資産等形成分 55,545 55,552 7

徴収不能引当金 △6 △5 1 余剰分（不足分） △20,916 △21,198 △282

58,583 58,588 5 34,629 34,354 △275

＊表示単位未満四捨五入のため、計が合わないことがあります。 58,583 58,588 5負債及び純資産合計

科目名 科目名

負債合計

資産合計 純資産合計

55,975 56,433 57,783 59,253 58,814 58,583 58,588

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06

■連結会計 資産額 （百万円）

20,913 21,726 22,833
24,458 23,970 23,955 24,234

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06

■連結会計 負債額 （百万円）
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 ⑵ 行政コスト計算書（ＰＬ） 

   １年間の行政運用コストのうち、資産形成につながらない行政サービス

に要したコスト（福祉サービス、各施設の管理にかかる費用など）を人件

費、物件費等およびその他の業務費用に区分して表示するとともに、それ

らの行政サービスの対価としての使用料、手数料などの収入を表示したも

のです。 

   従来の現金主義会計のもとでは、把握できなかった減価償却費などの非

現金コストについても計上しています。 

   経常費用合計から経常収益合計を差し引いたものが、当該年度の純経常

行政コストとなり、これに臨時的な損益を含めたものが、当該年度の純行

政コストとして把握されます。 

 

  ○ 主な項目の説明 

業務費用 人件費や物件費、減価償却費など経常的な行政活動に

かかる費用 

移転費用 児童手当などの社会保障給付や、他団体に対する補助

金など他の主体に交付することにより効果が出る費用 

純経常行政コスト 経常的な行政活動にかかる費用のうち、税金などで賄

うべき費用 

臨時損失 災害の復旧費用など、その会計期間に臨時的に発生し

た費用 

臨時利益 資産を売却したことによる利益など、その会計期間に

臨時的に発生した収入 

純行政コスト その会計期間に臨時的に発生したものも含めた全ての

費用のうち、税金などで賄うべき費用 
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■一般会計等 

 

 

■全体会計 

 

 

（百万円）

R05 R06 増減

１　経常費用 11,337 12,195 858

業務費用 6,438 6,883 445

人件費 2,828 3,116 288

物件費等 3,503 3,661 158

（うち減価償却費） (927) (910) (△17)

その他の業務費用 107 106 △1

移転費用 4,899 5,312 413

補助金等 2,426 2,746 320

社会保障給付 1,334 1,437 103

他会計への繰出金 1,137 1,127 △10

その他 1 1 -

２　経常収益 428 442 14

使用料及び手数料 102 103 1

その他 326 340 14

10,909 11,753 844

３　臨時損失 28 - △28

４　臨時利益 3 6 3

10,935 11,747 812

＊表示単位未満四捨五入のため、計が合わないことがあります。

科目名

純行政コスト（Ａ＋３－４）

純経常行政コスト（１－２＝A)

9,261 9,458

14,345

11,287 10,894 10,935
11,747

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06

■一般会計等 純行政コスト （百万円）

（百万円）

R05 R06 増減

１　経常費用 17,830 19,199 1,369

業務費用 7,653 8,128 475

人件費 2,906 3,201 295

物件費等 4,508 4,675 167

（うち減価償却費） (1,321) (1 ,327) (6)

その他の業務費用 239 252 13

移転費用 10,177 11,071 894

補助金等 4,294 4,905 611

社会保障給付 5,882 6,164 282

他会計への繰出金 - - -

その他 1 1 -

２　経常収益 1,285 1,318 33

使用料及び手数料 900 945 45

その他 385 372 △13

16,545 17,881 1,336

３　臨時損失 28 - △28

４　臨時利益 3 6 3

16,570 17,875 1,305

＊表示単位未満四捨五入のため、計が合わないことがあります。

科目名

純行政コスト（Ａ＋３－４）

純経常行政コスト（１－２＝A)

14,711 14,651

19,668

16,731 16,330 16,570

17,875

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06

■全体会計 純行政コスト （百万円）
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■連結会計 

 

 

 

【参考】住民一人当たりコスト 

 一般会計等 全体会計 連結会計 

業務費用 187千円 221千円 235千円 

人件費 85千円 87千円 89千円 

物件費等 100千円 127千円 139千円 

その他の業務費用 3千円 7千円 7千円 

移転費用 145千円 301千円 399千円 

補助金等 75千円 134千円 96千円 

社会保障給付 39千円 168千円 302千円 

純経常行政コスト 320千円 487千円 596千円 

純行政コスト 320千円 487千円 596千円 

（令和７年３月31日現在人口 36,737人） 

（百万円）

R05 R06 増減

１　経常費用 21,968 23,276 1,308

業務費用 8,226 8,636 410

人件費 2,955 3,254 299

物件費等 4,939 5,108 169

（うち減価償却費） (1,434) (1 ,440) (6)

その他の業務費用 331 275 △56

移転費用 13,742 14,640 898

補助金等 3,043 3,521 478

社会保障給付 10,672 11,084 412

他会計への繰出金 - - -

その他 27 35 8

２　経常収益 1,348 1,389 41

使用料及び手数料 937 980 43

その他 411 409 △2

20,620 21,887 1,267

３　臨時損失 28 - △28

４　臨時利益 3 6 3

20,645 21,881 1,236

＊表示単位未満四捨五入のため、計が合わないことがあります。

科目名

純行政コスト（Ａ＋３－４）

純経常行政コスト（１－２＝A)

18,057 18,195

23,032

20,340 20,166
20,645

21,881

0

5,000

10,000

15,000

20,000
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H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06

■連結会計 純行政コスト （百万円）
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 ⑶ 純資産変動計算書（ＮＷ） 

   純資産変動計算書は、１年間に蟹江町の純資産が、どのような財源や要

因で増減したかを明らかにするものです。 

   具体的には、貸借対照表の純資産の部を計算するものです。 

   また、行政コスト計算書から算出された、当年度の純行政コストが当年

度の財源（税収等、国県等補助金）によって賄われているかどうかを見る

ことができます。 

   純資産の増加は、現役世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な

資源を蓄積したことを意味します。 

 

  ○ 主な項目の説明 

税収等 町民税や固定資産税などの地方税や国から交付される地

方交付税や地方譲与税等 

資産評価差額 有価証券などの評価替を行った場合の差額 

無償所管換等 寄附などにより無料で取得した固定資産の評価額等 

 

 

■一般会計等 

 

 

（百万円）

R05 R06 増減

前年度末純資産残高 26,782 26,724 △58

純行政コスト（△） △10,935 △11,747 △812

財源 10,877 11,513 636

税収等 8,203 8,475 272

国県等補助金 2,674 3,038 364

本年度差額 △58 △234 △176

資産評価差額 - - -

無償所管換等 - - -

その他 - - -

本年度純資産変動額 △58 △234 △176

本年度末純資産残高 26,724 26,490 △234

＊表示単位未満四捨五入のため、計が合わないことがあります。

科目名

28,329 27,717 27,475 26,844 26,782 26,724 26,490
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H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06

■一般会計等 純資産額 （百万円）
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■全体会計 

 

 

 

■連結会計 

 
 

 

【参考】住民一人当たり純資産額等 

 一般会計等 全体会計 連結会計 

前年度末純資産額 727千円 912千円 943千円 

純資産変動額 △6千円 △6千円 △7千円 

年度末純資産額 721千円 906千円 935千円 

（令和７年３月31日現在人口 36,737人） 

（百万円）

R05 R06 増減

前年度末純資産残高 33,504 33,495 △9

純行政コスト（△） △16,570 △17,875 △1,305

財源 16,559 17,646 1,087

税収等 10,676 11,125 449

国県等補助金 5,882 6,521 639

本年度差額 △12 △230 △218

資産評価差額 - - -

無償所管換等 - - -

その他 2 2 -

本年度純資産変動額 △10 △227 △217

本年度末純資産残高 33,495 33,267 △228

＊表示単位未満四捨五入のため、計が合わないことがあります。

科目名

33,741 33,408 33,490 33,328 33,504 33,495 33,267
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H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06

■全体会計 純資産額 （百万円）

（百万円）

R05 R06 増減

前年度末純資産残高 34,843 34,629 △214

純行政コスト（△） △20,645 △21,881 △1,236

財源 20,437 21,614 1,177

税収等 10,688 11,133 445

国県等補助金 9,748 10,481 733

本年度差額 △208 △267 △59

資産評価差額 - - -

無償所管換等 - - -

△9 △9 -

その他 2 2 -

本年度純資産変動額 △215 △274 △59

本年度末純資産残高 34,629 34,354 △275

＊表示単位未満四捨五入のため、計が合わないことがあります。

科目名

比例連結割合変更に伴う差額

35,062 34,707 34,950 34,795 34,843 34,629 34,354
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■連結会計 純資産額 （百万円）
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 ⑷ 資金収支計算書（ＣＦ） 

   １年間の資金の流れを示すものです。資金の獲得・配分状況の理解や債

務の支払い能力の評価等に活用されます。 

   現金の性質に応じて、業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支に区

分されており、どのような活動に資金を必要としているかを表したもので

す。 

 

  ○ 主な項目の説明 

業務活動収支 資産の形成に関係がなく直接純資産の増大・減少をもた

らす資金の収支をあらわします。 

費用として処理される人件費、物件費等の業務費用や移

転費用に対応する支出と、財源の増加である税収や国庫補

助金（投資活動支出に対応するものを除く）、収益として処

理される使用料及び手数料などに対応する収入との関係で

す。 

行政コスト計算書や純資産変動計等書においては支出と

同様に考えられる資産の目減り分（減価償却費）はキャッ

シュの流出を伴っていないのでここには含まれず、業務活

動収支は通常プラスの金額となります。 

投資活動収支 資本形成のための活動に伴い、臨時・特別に発生する資

金の収支をあらわします。 

業務活動収支の残った分は、資産の目減り分を補填する

に等しい資産の取得に充てられています。これが投資活動

収支のマイナス分です。固定資産形成に充当された補助金

収入や資産売却収入から、固定資産形成のための支出との

差額ですので、通常はマイナスになります。 

財務活動収支 財務活動収支は、借入れによる収入と借入れの償還によ

る支出との差額です。 

償還額が借入額を上回ればマイナスとなりますので、財

務活動収支はマイナスとなった方が良いといえます。 
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■一般会計等 

 

 

 

■全体会計 

 

 

（百万円）

R05 R06 増減

１　業務活動収支 843 589 △254

業務支出 10,378 11,280 902

業務収入 11,249 11,869 620

臨時支出 28 - △28

臨時収入 - - -

２　投資活動収支 △335 △383 △48

投資活動支出 1,363 2,000 637

投資活動収入 1,028 1,617 589

３　財務活動収支 △426 △363 63

財務活動支出 832 855 23

財務活動収入 406 492 86

本年度資金収支額 83 △157 △240

前年度末資金残高 492 575 83

本年度末資金残高（Ａ） 575 418 △157

前年度末歳計外現金残高 144 133 △11

本年度歳計外現金増減額 △11 10 21

本年度末歳計外現金残高（Ｂ） 133 143 10

708 560 △148

＊表示単位未満四捨五入のため、計が合わないことがあります。

科目名

本年度末現金預金残高（Ａ＋Ｂ）

39

137

119

△29

△138

83

△157△160

△120

△80

△40

0

40

80

120

160

H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06

■一般会計等 資金収支額 （百万円）

（百万円）

R05 R06 増減

１　業務活動収支 1,162 902 △260

業務支出 16,478 17,805 1,327

業務収入 17,668 18,706 1,038

臨時支出 28 - △28

臨時収入 - - -

２　投資活動収支 △1,264 △1,101 163

投資活動支出 2,653 3,346 693

投資活動収入 1,388 2,245 857

３　財務活動収支 △91 128 219

財務活動支出 1,005 1,047 42

財務活動収入 914 1,176 262

本年度資金収支額 △193 △70 123

前年度末資金残高 2,693 2,500 △193

本年度末資金残高（Ａ） 2,500 2,430 △70

前年度末歳計外現金残高 144 133 △11

本年度歳計外現金増減額 △11 10 21

本年度末歳計外現金残高（Ｂ） 133 143 10

2,633 2,572 △61

＊表示単位未満四捨五入のため、計が合わないことがあります。

本年度末現金預金残高（Ａ＋Ｂ）

科目名
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△710
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△70

△800
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△200

0
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■全体会計 資金収支額
（百万円）
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■連結会計 

 

 

 

 

【参考】資金区分ごとの収支による財務状況についての一例 

 業務 

活動 

収支 

投資 

活動 

収支 

財務 

活動 

収支 

説 明 

望ましい 

＋ － － 

業務活動で余剰となった資金により投資を

行い、かつ借入金等も着実に返済している

状況。 

 

＋ － ＋ 
借り入れにより資金を調達し、積極的に施

設整備等の投資を行っている状況。 

 

－ ＋ ＋ 
業務活動の赤字を基金の取崩や借り入れな

どによりまかなっている状況。 

望ましくない 

－ － ＋ 
行政活動全体を借入れすることにより何と

かまかなっている状況。 

 

（百万円）

R05 R06 増減

１　業務活動収支 1,080 976 △104

業務支出 20,502 21,770 1,268

業務収入 21,610 22,746 1,136

臨時支出 28 - △28

臨時収入 - - -

２　投資活動収支 △1,252 △1,092 160

投資活動支出 2,661 3,362 701

投資活動収入 1,409 2,270 861

３　財務活動収支 △126 94 220

財務活動支出 1,039 1,081 42

財務活動収入 914 1,176 262

本年度資金収支額 △297 △22 275

前年度末資金残高 2,931 2,633 △298

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高（Ａ） 2,633 2,610 △23

前年度末歳計外現金残高 145 134 △11

本年度歳計外現金増減額 △11 10 21

本年度末歳計外現金残高（Ｂ） 134 143 9

本年度末現金預金残高（Ａ＋Ｂ） 2,767 2,753 △14

＊表示単位未満四捨五入のため、計が合わないことがあります。

科目名

87

361 352

442

△753
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△22
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△200
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H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06

■連結会計 資金収支額 （百万円）
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４ 財務書類分析について 

⑴ 資産の状況 

 

 
 

 
 

 
 

■住民一人当たり資産額

一般会計等 102.9 万円

全体会計 156.1 万円

連結会計 159.5 万円

　　　住民一人当たり資産額 ＝ 資産総額 ÷ 人口（各年度末）

　当該年度の資産総額を年度末の住民基本台帳人口で除し
て算出することにより、よりわかり易い地方公共団体の資
産形成の度合いを測ることが可能となります。
　この額が高いほど、社会資本の整備が進んでいると考え
られますが、一方で、将来必要となる維持管理費も多額と
なります。

105.3 104.3 105.9 105.5 104.8 103.9 102.9

145.0 145.9 
150.1 

155.1 154.5 155.1 
156.1 148.9 149.8 

154.6 
159.8 158.7 158.6 159.5 
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140.0
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160.0

170.0

H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06

一般会計等 全体会計 連結会計

■歳入額対資産比率

一般会計等 2.59 年

全体会計 2.32 年

連結会計 2.03 年

　　　歳入額対資産比率 ＝ 資産総額 ÷ 歳入総額

　当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出すること
により、これまでに形成されたストックとしての資産が、
歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形
成の度合いを測ることが可能となります。
　この比率が高いほど、社会資本の整備が進んでいると考
えられますが、一方で、将来必要となる維持管理費も多額
となります。

3.36 3.38 
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2.76 
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一般会計等 全体会計 連結会計

■有形固定資産減価償却率

一般会計等 68.2 ％

全体会計 52.1 ％

連結会計 52.3 ％

　有形固定資産（物品を除く）のうち、償却資産の取得価
額等に対する減価償却累計額の割合を算出することによ
り、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過してい
るのかを全体として把握することが可能となります。
　一般会計等で保有する資産は、60％を超えており、資産
の老朽化が進みつつあると考えられます。
　全体会計では、H29年度から下水道事業会計と連結した
影響により大きく低下しています。

　　　有形固定資産減価償却率 ＝ 減価償却累計額 ÷ 償却資産取得価額
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45.0%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06

一般会計等 全体会計 連結会計
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⑵ 資産と負債の比率 

 

 

 

 

 

⑶ 行政コストの状況 

 

 

■純資産比率

一般会計等 70.1 ％

全体会計 58.0 ％

連結会計 58.6 ％

　資産総額に占める純資産の割合を表したもので、負債を
将来世代の負担、純資産を過去から現世代が培ってきた正
味の財産として、世代間の負担の配分をみます。
　数値が大きいほど現世代が自らの負担によって将来世代
も利用可能な資源を蓄積したことを意味します。
　一般会計等においてはポイントが増加していることから
将来世代へ資産を蓄積したことを意味します。
　また、H29年度から下水道事業を連結したことにより、
全体会計及び連結会計で大きく減少していますが、その後
については一般会計等と同程度の推移となっています。

　　　純資産比率 ＝ 純資産合計 ÷ 資産合計

71.6%
70.6%

69.4%
68.6% 69.0% 69.6% 70.1%

61.9%
60.8%
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58.0%
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61.5%
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75.0%

H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06

一般会計等 全体会計 連結会計

■将来世代負担比率（社会資本等形成の世代間負担比率）

一般会計等 28.0 ％

全体会計 31.4 ％

連結会計 31.1 ％

　社会資本等について将来の償還等が必要な負債による形
成割合を算出することにより、社会資本等形成に係る将来
世代の負担の比重を把握することが可能です。
　一般会計等で1.0ポイント減少していることから、将来
世代の負担割合が低下したことを意味します。
　また、全体会計・連結会計でも、それぞれ0.2ポイント
減少しました。

　　　将来世代負担比率 ＝ 地方債残高 ÷ 有形固定資産
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H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06

一般会計等 全体会計 連結会計

■住民一人当たり行政コスト

一般会計等 32.0 万円

全体会計 48.7 万円

連結会計 59.6 万円

　　　住民一人当たり行政コスト ＝ 純行政コスト ÷ 人口（各年度末）

　行政コスト計算書で算出される当該年度の純行政コスト
を年度末の住民基本台帳人口で除して算出することによ
り、町の行政活動の効率性を測定します。
　この額が低いほど、行政サービスが効率的に提供されて
いると考えられます。
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⑷ 負債の状況 

 

 

 

 

 

■行政コスト対税収等比率

一般会計等 102.0 ％

全体会計 101.3 ％

連結会計 101.2 ％

　　　行政コスト対税収等比率 ＝ 純行政コスト ÷ 財源

　税収等の一般財源に対する行政コストの比率を算出する
ことによって、当該年度の税収等のうち、どれだけが資産
形成を伴わない行政コストに費消されたのかを把握するこ
とができます。この比率が100％に近づくほど資産形成の
余裕度が低いといえ、さらに100％を上回ると、過去から
蓄積した資産が取り崩されたことを表します。
　本町は一般会計等、全体会計及び連結会計全てにおいて
100％を超えており、資産を取り崩している状態となって
います。より一層のコスト削減や財源確保が望まれます。
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■住民一人当たり負債額

一般会計等 30.8 万円

全体会計 65.6 万円

連結会計 66.0 万円

　　　住民一人当たり負債額 ＝ 負債総額 ÷ 人口（各年度末）

　当該年度の負債総額を年度末の住民基本台帳人口で除し
て算出することにより、よりわかり易い地方公共団体の負
債の度合いを測ることが可能となります。
　この額が低いほど、実質的な債務が少ないことになりま
す。
　なお、一般会計等では、臨時財政対策債の発行可能額が
減少したこと等により地方債の借入額が減少したため、前
年度から0.7万円の減少となりました。
　また、全体会計で1.2万円、連結会計で1.1万円の増加と
なりました。

29.9 30.7
32.4 33.1 32.5 31.5 30.8

55.3 
57.2 

60.5 

65.2 64.1 64.4 65.6 55.6 
57.7 

61.1 
66.0 64.7 64.9 66.0 

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

65.0

H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06

一般会計等 全体会計 連結会計

■基礎的財政収支（プライマリーバランス）

一般会計等 △1.16 億円

全体会計 △6.24 億円

連結会計 △5.63 億円

　資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除
く）及び投資活動収支の合算額を算出することにより、地
方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を
除いた歳入のバランスを示す指標となります。
　基礎的財政収支がプラスであることは、投資活動があま
り行われていないことを示す場合もあります。

基礎的財政収支 ＝ 業務活動収支（支払利息支出を除く） － 投資活動収支
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 ⑸ 受益者負担の状況 

 

 

 

■受益者負担の割合

一般会計等 3.63 ％

全体会計 6.86 ％

連結会計 5.97 ％

　行政コスト計算書の経常収益と経常費用を比較すること
により、行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を
算出します。
　この比率が著しく低い場合は、受益者負担の適正化を図
る必要があり、使用料等の見直しも検討していく必要があ
ります。
　全体会計においては、平成29年度から下水道事業会計を
連結した影響により大きく増加しています。

　　　受益者負担の割合 ＝ 経常収益 ÷ 経常費用
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